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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第41期 
第１四半期連結累計(会計)期間 第40期

会計期間 自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日

自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日

売上高 (百万円) 29,791 121,645 

経常利益 (百万円) 444 2,819 

四半期(当期)純利益 (百万円) 175 1,055 

純資産額 (百万円) 50,875 50,942 

総資産額 (百万円) 74,954 78,982 

１株当たり純資産額 (円) 2,416.87 2,421.84 

１株当たり四半期 
(当期)純利益 (円) 8.50 51.12 

潜在株式調整後１株当た 
り四半期(当期)純利益 (円) ― ― 

自己資本比率 (％) 66.6 63.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △  109 3,059 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △1,274 △4,095 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △  432 954 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 (百万円) 6,805 8,627 

従業員数 (名) 1,326 1,304 
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当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  
当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 
平成20年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成20年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 
  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 1,326 (397) 

従業員数(名) 692 (199) 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績及び受注実績 

当社の取引形態は一般的な製造業等における「生産」や「受注」といった概念が存在しないため記載

しておりません。 
  
(2) 販売実績 
当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
あります。 

  

   
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

放送事業 

地上波放送 19,920 

(タイム) (13,371) 

(スポット) ( 6,548) 

国内番組販売 1,146 

BS放送関連 443 

その他 3,571 

小計 25,080 

ライツ事業 

ソフトライツ 4,734 

イベント 443 

小計 5,178 

売上高合計 30,258 

消去又は全社 △466 

合計 29,791 

相手先
当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 割合(％)

㈱電通 10,400 34.9 

㈱博報堂ＤＹメディアパ
ートナーズ 3,387 11.4 

２ 【経営上の重要な契約等】
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(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結会計期間（平成20年４月～６月）の日本経済は、原油高騰などによる原材料価格上

昇の影響で、企業部門を中心に弱さが目立ってきました。輸出はアジア向けを中心に緩やかに減少、生

産はＩＴ部門の在庫増を受けて弱含み、企業収益は減少しています。こうしたことから、政府は6月の

月例経済報告で、景気の基調判断を３ヵ月ぶりに下方修正しました。ただし、個人消費や設備投資など

内需が横ばいで推移しているとして、景気は踊り場の状態にあるとの認識は変えていません。 

 このような状況で、当社グループの連結売上高は297億９千１百万円、営業利益は４億２千４百万円

となりました。また、経常利益は４億４千４百万円、当四半期純利益は１億７千５百万円となりまし

た。 

 事業の種類別セグメントの業績は以下の通りです。 

（放送事業） 

放送収入のうちタイム収入は、前年同期に「世界卓球２００７」、「サッカーＡ３チャンピオン

ズカップ２００７」等の大型番組があったことの反動により、133億７千１百万円となりました。

スポット収入は、自動車、飲料、トイレタリー、食品、レジャー等、スポット市場の約半分を占め

る業種が低調だったことから、65億４千８百万円となりました。タイム・スポットトータルでは

199億２千万円となりました。ＢＳ収入は、４億４千３百万円でした。 

 番組販売収入は、岩手・宮城内陸地震が発生したことで販売先のローカル局が軒並み特番編成と

なったことなどから伸び悩み、11億４千６百万円なりました。 

 一方、費用面では減収に伴う代理店手数料の減少等により249億１千２百万円となりました。 

 以上の結果、放送事業の売上高は250億８千万円、営業利益は１億６千７百万円となりました。 

（ライツ事業） 

イベント収入は、「ＪＡＰＡＮ ＯＰＥＮ ２００８」、「カーニバル・オン・アイス」などの

スケートイベントが好調でしたが、その他のイベントが振るわず、４億４千３百万円となりまし

た。 

 ソフトライツ収入では、「モヤモヤさまぁ～ず２」など一般番組の若者向けＤＶＤがヒットする

とともに、音楽出版事業が好調となりました。アニメ番組では「ＮＡＲＵＴＯ」、「ケロロ軍曹」

が特に海外で順調に推移したものの、「ゴルゴ１３」など投資が先行したタイトルが多かったた

め、収支はマイナスとなりました。また、映画事業も「劇場版ＢＬＥＡＣＨ０７」が好調であった

もののほかは振るわず、収支がマイナスとなりました。ソフトライツ収入全体としては47億３千４

百万円となりました。 

 以上の結果、ライツ事業の売上高は51億７千８百万円、営業利益は２億９千５百万円となりまし

た。 

  

(2) 財政状態の分析 

（流動資産） 

流動資産は430億３千８百万円、前連結会計年度に比して36億１百万円の減となっております。 

 これは主に、現金及び預金が18億２千１百万円の減となったこと及び受取手形及び売掛金が17億

２千２百万円の減となったことによるものです。 

  

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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（固定資産） 

固定資産は319億１千６百万円、前連結会計年度に比して４億２千６百万円の減となっておりま

す。 

 これは主に、減価償却等により有形固定資産及び無形固定資産が合わせて２億９千７百万円の減

となったことによるものです。 

  

（流動負債） 

流動負債は207億６千２百万円、前連結会計年度に比して38億４千６百万円の減となっておりま

す。 

 これは主に、支払手形及び買掛金が12億３千１百万円の減となったこと及び有形固定資産の取得

代金の支払い等によりその他の流動負債が14億７千６百万円の減となったことによるものです。 

  

（固定負債） 

固定負債は33億１千６百万円、前連結会計年度に比して１億１千４百万円の減となっておりま

す。 

 これは主に、長期未払金が５億２千９百万円の減となったことによるものです。 

  

（純資産） 

純資産は508億７千５百万円、前連結会計年度に比して６千７百万円の減となっております。 

 これは主に、配当金の支払い額が当四半期純利益を上回ったため、利益剰余金が１億３千５百万

円の減となったことによるものです。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は18億２千１百万

円の減少となりました。その結果、当連結会計年度末の資金残高は68億５百万円となりました。 

 当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次の通りです。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は１億９百万円となりました。 

 これは主に、税金等調整前四半期純利益が４億３千７百万円、減価償却費が６億２千３百万円と

なったものの、仕入債務の減少額が12億３千１百万円となったことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は12億７千４百万円となりました。 

 これは主に、地上デジタル化に対応するための有形固定資産の取得による支出が11億５千７百万

円あったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は４億３千２百万円となりました。 

 これは主に、配当金の支払額が３億９百万円あったことによるものであります。 
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。 

  

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

１.基本方針の内容 

上場会社である当社の株式は株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社株式に

対する大規模買付行為又はこれに類似する行為があった場合においても法令に別段の定めがある場合

を除き、一概に否定されるべきものではなく、最終的には株主の皆様の自由な意思によりその適否が

判断されるべきであると考えます。 

 しかしながら、株式の大規模買付の中には、その目的等からみて企業価値ひいては株主共同の利益

に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、株主が

買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するために必要な時間や

情報を提供しないもの、対象会社が買付者の当初提示した条件よりも有利な条件を再提示させるため

に買付者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないもの

も少なくありません。 

 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、放送法や電波法の趣旨、有限希少の電波を預か

る放送事業者としての公共的使命と社会的責任、それらを基本とした経営の方針、健全かつ安定的な

経営を推進していくための当社グループの有形無形の経営資源、当社を支えてくださる外部関係者と

の信頼関係等を十分に理解し、中長期的な視点に立って、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

継続的に維持し、向上させる者でなければならないと考えております。したがいまして、企業価値ひ

いては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付行為又はこれに類似する行為を行

う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適切でないと考えております。 

  

２.企業価値・株主共同の利益の確保・向上に向けた施策 

(1) 基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社は、平成21(2009)年３月期から平成23(2011)年３月期までの３ヵ年の「08中期経営計画」を

定めました。「08中期経営計画」は、「挑戦」と「改革」をキーワードにデジタル時代に「最良に

して最強のキー局」を目指すための基礎固めの時期と位置づけております。 

 「挑戦」のキーワードでは「ヒット番組の開発」、「マルチユースの推進」、「新規事業の立ち

上げ」、「包括的な海外戦略の構築」、「ブランド戦略の推進」等の重要施策を通じて、目標指標

である「売上高営業利益率＝５%」の足場を固めてまいります。 

  「改革」のキーワードでは、「ナンバーワン分野の開拓と育成」、「チャレンジする風土づく

り」、「コストコントロールの強化」、「ＣＳＲ（企業の社会的責任）活動の推進」、「グループ

戦略の強化」等の重要施策を通じて、デジタル時代の成長の土台を築いてまいります。 

 未知の分野に果敢にチャレンジする風土を養い、慣例や慣習にとらわれずに大胆な改革を断行し

て、収入やコストの構造を柔軟に変え、企業体質を強化いたします。 

 また、メディア企業としての特色を活かした社会貢献活動、内部統制やコンプライアンスの強

化・徹底、危機管理システムの確立等、報道機関として、上場企業として社会的責任を果たすこと

を強く意識してまいります。 

 こうした施策により、中期計数目標としては、平成23(2011)年３月期の連結売上高は1,320億
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円、営業利益は36億7,000万円、営業利益率は2.8%、単体売上高は1,200億円、営業利益は21億

6,000万円、営業利益率は1.8%を目指します。経営指標としております「売上高営業利益率＝

５％」に連結で近づくのは平成25(2013)年３月期であり当該期の連結売上高は1,370億円、営業利

益は63億8,000万円、営業利益率は4.7%、単体売上高は1,250億円、営業利益は37億5,000万円、営

業利益率は3.0%を計画しております。 

  

(2) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み 

当社は、平成19年５月15日開催の当社取締役会において、「当社株式の大規模買付行為に関する

対応策（買収防衛策）」（以下、「本プラン」といいます。）の導入を決議し、平成19年６月22日

開催の当社第39回定時株主総会において本プランの導入につき承認を得ております。 

 本プランは、当社株式に対する大規模買付行為が行われる場合に、当該大規模買付に応じるべき

か否かを株主の皆様が判断するために、必要な情報や時間を確保することや、株主の皆様に当社取

締役会の事業計画や代替案等を提示し、買付者と交渉を行うこと等を可能にすることにより、当社

の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としております。 

 本プランは、①当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる

買付等、又は②当社が発行者である株券等について、公開買付けにかかる株券等の株券等所有割合

及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けに該当する当社株券等の

買付もしくはこれに類似する行為又はその提案（以下、「買付等」といいます。）が行われる場合

を適用対象とします。 

 当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等を行う者（以下、「買付者等」といい

ます。）には、買付内容等の検討に必要な情報及び本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言

等を記載した書面の提出を求めます。その後、買付者等や当社取締役会から提出された情報、当社

取締役会の代替案等が、独立性の高い社外役員、有識者から構成される企業価値評価委員会に提出

され、その評価、検討を経るものとします。企業価値評価委員会は、買付等の内容の検討、当社取

締役会の提示した代替案の検討、買付者等との協議、株主に対する情報開示等を行います。 

 企業価値評価委員会は、当該買付等が本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合や当

社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場

合等において、後述する新株予約権の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合に

は、当社取締役会に対して、かかる新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行います。か

かる新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）は、１円を下限として当社株式１株の時

価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内において当社取締役会が本新株予約権の無償割当て

に関する決議において別途定める金額を払い込むことにより行使し、当社株式１株を取得すること

ができ、また、買付者等を含む非適格者の他、非居住者や外国人等による権利行使が原則として認

められないという行使条件、及び当社が非適格者以外の者から、原則として当社株式１株と引換え

に（但し、外国人等が保有する本新株予約権については、電波法に定める欠格事由に該当しない範

囲で、当社株式及び／又は金銭と引換えに）本新株予約権１個を取得することができる旨の取得条

項が付されております。当社取締役会は、企業価値評価委員会の上記勧告を最大限尊重して本新株

予約権の無償割当ての実施又は不実施等の決議を行うものとします。当社取締役会は、上記決議を

行った場合は速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、情報

開示を行います。 

 本プランの有効期間は、第39期事業年度にかかる定時株主総会の終結後３年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までといたします。但し、有効期間の満了
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前であっても、当社株主総会又は取締役会において本プランを廃止する等の決議が行われた場合

には、本プランはその時点で廃止されることになります。 

 本プラン導入後であっても、本新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主の皆様に

直接具体的な影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、本新株予約権の無償割

当てが実施された場合、株主の皆様が本新株予約権の行使手続を行わなければその保有する当社株

式が希釈化する場合があります。但し、当社が当社株式の交付と引換えに本新株予約権の取得を行

った場合には、株式の希釈化は原則として生じません（但し、外国人等に該当する株主の皆様に対

し本新株予約権の取得と引換えに金銭の交付がなされた場合には、原則として当該株主の皆様の有

する経済的価値の希釈化は生じませんが、かかる金銭の交付がなされる限りで当該株主の皆様の議

決権比率につき希釈化が生じる可能性があります。）。 

  

３．上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

(1) 基本方針の実現に資する特別な取組み（上記２．(1)の取組み）について 

上記２．(1)記載の各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させ

るための具体的方策として策定されたものであり、まさに基本方針の実現に資するものです。 

 従って、これらの各施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当

社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

(2) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み（上記２．(2)の取組み）について 

本プランは、上記２．(2)に記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させる目

的をもって導入されたものであり、基本方針に沿うものです。 

 特に、本プランは、株主総会において株主の承認を得て導入されたものであること、その内容と

して本プランの発動に関する合理的な客観的要件が設定されていること、独立性の高い社外役員、

有識者によって構成される企業価値評価委員会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず

企業価値評価委員会の判断を経ることが必要とされていること、企業価値評価委員会は当社の費用

で第三者専門家の助言を得ることができるとされていること、本プランの有効期間が3年間と定め

られた上、株主総会又は取締役会によりいつでも廃止できるとされていること、当社取締役の任期

は１年とされていること等により、その公正性・客観性が担保されており、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に資するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありま

せん。 

  

(5) 研究開発活動 

当第1四半期連結会計期間の研究開発費の総額は20百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更及び重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 
  
該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 
  
該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
  

(5) 【大株主の状況】 
  

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 82,580,000 

計 82,580,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年６月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成20年８月13日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,645,000 20,645,000 東京証券取引所 
(市場第１部) ―

計 20,645,000 20,645,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額 
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 
(百万円)

平成20年６月30日 ― 20,645 ― 8,910 ― 8,684 
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(6) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成20年３月31日現在での株主名簿により記載しております。 

① 【発行済株式】 
平成20年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含まれ

ております。 
  

  

② 【自己株式等】 
平成20年3月31日現在 

 
  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  
前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

300 
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 
20,642,700 206,427 ―

単元未満株式 普通株式 
2,000 ― ―

発行済株式総数 20,645,000 ― ―

総株主の議決権 ― 206,427 ―

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所

自己名義 
所有株式数 
(株)

他人名義 
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社テレビ東京 
（自己保有株式） 東京都港区虎ノ門4-3-12 300 ― 300 0.00 

計 ― 300 ― 300 0.00 

２ 【株価の推移】

月別 平成20年 
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 4,700 4,650 4,600 

最低(円) 4,290 4,130 3,900 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで)の四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビュ

ーを受けております。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】 
 (1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第1四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 6,825 8,647 
受取手形及び売掛金 20,305 22,028 
制作勘定 14,038 13,971 
商品 49 53 
貯蔵品 12 12 
その他 1,820 1,942 
貸倒引当金 △15 △16 

流動資産合計 43,038 46,639 
固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物（純額） 7,501 7,604 
その他（純額） 8,548 8,642 

有形固定資産合計 ※１  16,049 ※１  16,247 

無形固定資産 1,031 1,131 
投資その他の資産   
投資有価証券 9,562 9,491 
その他 5,285 5,486 
貸倒引当金 △12 △12 

投資その他の資産合計 14,834 14,964 

固定資産合計 31,916 32,342 

資産合計 74,954 78,982 
負債の部   
流動負債   
支払手形及び買掛金 4,242 5,474 
短期借入金 3,200 3,200 
1年内返済予定の長期借入金 83 185 
未払費用 9,066 9,942 
未払法人税等 253 351 
役員賞与引当金 － 61 
その他 3,917 5,394 
流動負債合計 20,762 24,609 

固定負債   
退職給付引当金 2,774 2,733 
役員退職慰労引当金 471 636 
その他 69 60 
固定負債合計 3,316 3,430 

負債合計 24,079 28,039 
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（単位：百万円）

当第1四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 8,910 8,910 
資本剰余金 8,684 8,684 
利益剰余金 32,194 32,329 
自己株式 △1 △1 

株主資本合計 49,788 49,923 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 135 79 
為替換算調整勘定 △27 △4 

評価・換算差額等合計 107 74 
少数株主持分 979 944 
純資産合計 50,875 50,942 

負債純資産合計 74,954 78,982 
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 (2)【四半期連結損益計算書】 
  【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年６月30日) 

売上高 29,791 
売上原価 21,989 
売上総利益 7,802 
販売費及び一般管理費  
人件費 1,697 
退職給付費用 79 
役員退職慰労引当金繰入額 45 
代理店手数料 3,867 
賃借料 302 
減価償却費 121 
その他 1,265 
販売費及び一般管理費合計 7,378 

営業利益 424 
営業外収益  
受取利息 4 
受取配当金 64 
受取賃貸料 18 
その他 17 
営業外収益合計 104 

営業外費用  
支払利息 13 
為替差損 51 
持分法による投資損失 18 
その他 1 
営業外費用合計 84 

経常利益 444 
特別利益  
貸倒引当金戻入額 0 
役員賞与引当金戻入額 7 
特別利益合計 7 

特別損失  
固定資産除却損 4 
投資有価証券評価損 0 
ゴルフ会員権評価損 9 
特別損失合計 14 

税金等調整前四半期純利益 437 
法人税、住民税及び事業税 230 
法人税等調整額 △14 

法人税等合計 215 

少数株主利益 46 
四半期純利益 175 
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 (3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税金等調整前四半期純利益 437 
減価償却費 623 
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △61 
退職給付引当金の増減額（△は減少） 40 
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △164 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 
受取利息及び受取配当金 △69 
支払利息 13 
固定資産除却損 4 
投資有価証券評価損益（△は益） 0 
持分法による投資損益（△は益） 18 
売上債権の増減額（△は増加） 1,722 
たな卸資産の増減額（△は増加） △63 
仕入債務の増減額（△は減少） △1,231 
未払費用の増減額（△は減少） △876 
前受金の増減額（△は減少） △550 
その他 242 
小計 83 

利息及び配当金の受取額 73 
利息の支払額 △13 
法人税等の支払額 △252 

営業活動によるキャッシュ・フロー △109 

投資活動によるキャッシュ・フロー  
有形固定資産の取得による支出 △1,157 
無形固定資産の取得による支出 △30 
投資有価証券の取得による支出 △0 
貸付けによる支出 △12 
貸付金の回収による収入 24 
その他 △98 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,274 

財務活動によるキャッシュ・フロー  
キャッシュ・マネジメント・システムによる預り
金の増減額(△は減少) △9 

長期借入金の返済による支出 △102 
自己株式の取得による支出 △0 
配当金の支払額 △309 
少数株主への配当金の支払額 △11 

財務活動によるキャッシュ・フロー △432 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,821 

現金及び現金同等物の期首残高 8,627 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  6,805 
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】 

当第１四半期連結会計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 
  
当第１四半期連結会計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

１ 持分法の適用に関する事項の変更 
当第１四半期連結会計期間から、重要性が増した㈱パコマを持分法適用の範囲に含めております。 
 また、当第１四半期連結会計期間よりグリーンジャングル㈱は、テレビ東京ブロードバンド㈱が当第１四半
期連結会計期間に株式を売却しテレビ東京ブロードバンド㈱の関連会社に該当しなくなったため、持分法適用
の範囲から除外しております。 
 なお、持分法適用の関連会社であります㈱ＴＸＢＢ Ａｎｙは、平成20年６月23日付でＴＸＢＢクリエイテ
ィブ㈱に商号変更いたしました。 
 

２ 会計方針の変更 
(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 
「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号)を当
第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下
げの方法）に変更しております。 
 これによる損益に与える影響はありません。 

(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 
「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会 平成18
年５月17日 実務対応報告第18号)を当第１四半期連結会計期間から適用しております。 
 これによる損益に与える影響はありません。 

(3) リース取引に関する会計基準等の適用 
「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日 
企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成６年１月18
日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号)を当第１四半期連結会計期間から早期に適用
し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。 
 また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に
よっております。 
 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 
 これによる損益に与える影響はありません。 
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【簡便な会計処理】 
  
当第１四半期連結会計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 
  
当第１四半期連結会計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 
  

 
  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   22,229百万円 

２ 偶発債務 
㈱放送衛星システムの銀行借入金に対する保証債

務が829百万円あります。 

 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   21,799百万円 

２ 偶発債務 
㈱放送衛星システムの銀行借入金に対する保証債

務が877百万円あります。 

 

 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  至 平成20年６月30日)

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 6,825百万円
預入期間が３か月を超える定期預金 20百万円
現金及び現金同等物 6,805百万円
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(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計(累計)期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 
１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 
 (1) 配当金支払額 

   
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 
   該当事項はありません。 

  

  

(リース取引関係) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じて処理を行っておりま

すが、当第１四半期連結会計期間末における当該リース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい

変動が認められないため、記載しておりません。 

  

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

株式の種類 当第１四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 20,645,000 

株式の種類 当第１四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 362 

決議 株式の 
種類 配当の原資

配当金 
の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成20年６月20日 
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 309 15.00 平成20年３月31日 平成20年６月23日
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 
  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 
(1) 放送事業………テレビ広告枠の販売、番組の国内地上波放送局向け販売、ＢＳ放送関連、番組の制作・技

術等 
(2) ライツ事業……放送番組の周辺権利を利用した事業、映画出資事業、イベント事業、音楽著作物の管理等 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％を越えているため、記載を省略しておりま

す。 

  

【海外売上高】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 
  
  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

  

放送事業 
(百万円)

ライツ事業 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 24,693 5,098 29,791 ― 29,791 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 386 80 466 (466) ― 

計 25,080 5,178 30,258 (466) 29,791 

営業利益 167 295 463 ( 39) 424 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

 
(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
(注)２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

 
2,416円87銭 

 
2,421円84銭 

項目 当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 50,875 50,942 

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 979 944 

 （うち少数株主持分） (979) (944) 

普通株式に係る純資産額(百万円) 49,895 49,998 

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
連結会計期間末（連結会計年度末）の期末普通
株式の数(千株) 

20,644 20,644 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  至 平成20年６月30日)

 

１株当たり四半期純利益 8円50銭
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

項目
当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 175 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 175 

普通株式の期中平均株式数(千株) 20,644 
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該当事項はありません。 

  

２【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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株式会社テレビ東京 

 
  

 
  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社テレビ東京の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間
(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照
表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ
の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表
に対する結論を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ
ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行
われた。 
  
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テレビ東京及び連結子会社の平成
20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ
ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 
  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成20年８月８日 

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員 公認会計士  秋  山  卓  司  印 

指定社員 
業務執行社員 公認会計士  上  坂  健  司  印 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

（注）２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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